
新型コロナウイルス対策に関する決議 

昨年来、新型コロナウイルスの度重なる感染拡大により、緊急事態

宣言及びまん延防止等重点措置が繰り返し発令・延長されてきた。 

一連の感染拡大防止対策の長期化により地域経済が危機的な状況

に追い込まれており、対象地域はもとより、それ以外の地域において

も国民生活や雇用環境に甚大かつ深刻な影響を及ぼしている。 

そのような中、感染症の収束に向け、全ての国民を対象としたワク

チン接種が円滑かつ着実に進められているが、引き続き感染症拡大

防止対策や医療提供体制の強化に取り組むとともに、今後の中長期

的な社会経済の姿を構想しつつ、悪化する経済や疲弊する地域の再

生のために必要な諸施策を迅速・果敢に講じるべきである。 

よって、国においては、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の

着実な推進とともに、下記の事項を実現されるよう強く要望する。

記

１ 感染症拡大防止等について 

(1) 感染力が強く重症化リスクの高い新型コロナウイルスの変異

株の全国的な感染拡大を防ぐため、必要な場合には、迅速かつ的

確に緊急事態宣言又はまん延防止等重点措置を発令するととも

に、国として万全の措置を講じること。 

(2) まん延防止等重点措置の適用及び解除に当たっては、対象区

域の市区町村の意見を尊重し、機動的かつ柔軟な対応が可能と

なるようにすること。 

(3) 全ての国民を対象としたワクチン接種を円滑かつ着実に進め

るため、ワクチン及び接種に必要な資材については、国の責任に

おいて十分な量を安定的に確保・供給すること。 

(4) ワクチン接種を安心して受けられるよう、有効性、必要性、安

全性及び副反応等のより具体的で正確な情報を、国民に対し適

切かつ迅速に提供すること。 



(5) ワクチンの追加接種（ブースター接種）の実施に当たっては、

科学的な知見に基づいた検証を行うとともに、市区町村の接種

実施計画の策定に資するよう、早急に方針を示すこと。 

(6) 特措法に基づく都道府県知事の権限については、今後、検証を

行った上で、指定都市・中核市・保健所設置市が要請する場合、

財源と併せて移譲を受けることが可能な制度とすること。 

(7) 新型コロナウイルス感染症の自費検査を行う民間検査機関に

おいて陽性結果が出た場合、確実に保健所へ連絡が届く仕組み

を早急に構築すること。 

２ 医療提供体制等の強化について 

(1) 医療資源の偏在調整のため、感染者が多く発生している地域

に対し、医師や看護師を融通することが可能となる仕組みを設

けること。 

(2) 医療機関の役割分担や連携を図り、重症者への医療に重点を

置く医療提供体制を確立すること。その際、都道府県の区域を越

えた地方自治体間の患者移動を円滑にする広域入院など柔軟な

対応を可能とすること。 

(3) 緊急経済対策に沿って、感染症指定医療機関等における病床

の確保、医療機器の整備、医療物資の確保等に対する支援を強化

すること。 

(4) 「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」について、

地域の施策の実情に応じて柔軟な運用が可能となるようにする

とともに、更なる増額を図ること。 

(5) 感染患者の受入れの有無にかかわらず、一般患者の受診控え

や受入制限による入院・外来患者数の減少等により医療機関の

経営がひっ迫した状況となっていることから、医療崩壊を未然

に防ぎ、地域医療体制が維持できるよう、適切かつ十分な財政支

援措置を講じること。 



(6) 感染再拡大に備え、更なる病床と宿泊療養施設の確保、臨時医

療施設の設置、自宅療養における適切な医療の提供等の取組を

支援すること。 

(7) 新型コロナウイルス感染症とインフルエンザが同時期に感染

拡大するリスクを回避するため、インフルエンザワクチンを必

要とする医療機関等に対し、迅速に需要数を確保・供給できるよ

う、安定供給対策を講じること。 

(8) 今後、未知の感染症が再び脅威となる事態を想定し、保健所・

地方衛生研究所体制を抜本的に強化すること。また、医療提供体

制全体を危機管理の視点から早期に再構築すること。 

３ 偏見・差別・虐待等の防止について 

(1) 感染者、濃厚接触者、医療・介護従事者、日常生活に不可欠な

業務に従事する者やその家族に対する偏見・差別を防止するた

め、国民に対し正確な情報提供や啓発を行うなど必要な対策を

講じること。 

(2) 社会環境の変化や休業・失業等に伴う生活不安やストレスに

より増加・深刻化している児童虐待・ＤＶ被害について、相談窓

口や支援体制の周知及び充実を図ること。 

４ 経済対策等について 

(1) 「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」につい

ては、地方自治体が必要とする額を十分に確保し、早急に追加配

分を実施するとともに、地域の実情に応じ適切かつ弾力的に運

用できる制度とすること。 

(2) 雇用調整助成金及び緊急雇用安定助成金の特例措置や新型コ

ロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の更なる延長を図

るとともに、事業者や労働者に対し制度の周知や利用促進を図

ること。 



(3) 消費拡大を喚起するための柔軟な交付金制度の創設など、景

気浮揚施策を実施すること。 

(4) ＧｏＴｏキャンペーン事業の再開に当たっては、新型コロナ

ウイルスの感染拡大の要因とならないよう、今後の感染状況を

注視しつつ地方の意見を踏まえ、弾力的に対応すること。 


